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競争優位に関する研究視座の考察

張 嘉 楠 a

本稿は国の競争力と競争優位に関する既存研究の視座を整理すると同時に，戦略

論の観点から解釈し，考察を行う。国の競争力と競争優位に関する理論を結びつけ

ることは，国の国際産業構造における競争優位の構築と優位なポジションの維持へ

重要な理論的示唆を与える。それと同時に，戦略の自由度と戦略的柔軟性に関する

議論は，アクションの観点から，競争優位の構築へ具体的な理論的示唆を与える。

また，戦略論と制度論の関連性に関する議論は，戦略論の研究に新たな視座を提示

する重要な考察である。

キーワード 国の競争力，国の競争優位，戦略の自由度，戦略的柔軟性，制度論

1 は じ め に

国の競争力と競争優位の構築に関する議論は戦略論における重要な課題である。もともと

軍事や政治の世界での用語であった「戦略」という概念が経営の分野へ持ち込まれたの

は，1960年代の前半である（加護野，1997）。経営の世界に戦略という概念が存在する場を

作ったのは，巨大企業の多角化と，それに伴う事業部制組織の導入である。その後，経営の

コンテクストで初めて戦略を体系的に論じたのは Ansoff（Ansoff, 1965）と言われている。

Chandler（Chandler, 1962）が戦略と組織の関係を論じたのも，わずかその 3年前に過ぎな

い（三品，2004）。

Ansoff（1988）によると，戦略は組織行動を導く意思決定のルールの一つである。Porter

（1998）によると，戦略とは，競争上必要なトレードオフを行うことであり，他社と区別す

るために企業内部で不断に行われる諸活動の再構成である。

アクションベースのアプローチにおいて議論される競争優位の本質は，自社と競合他社を

区別させる価値創造の積み重ねである。企業における競争優位を構築する基本単位は経営に

関する諸活動であり，競争優位を構築するためには企業内部で不断に行われる諸活動を再構

成する必要がある（Porter, 1980, 1985）。経営に関する諸活動を行うためには見える資産が
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必要であり，見える資産は以下の特徴を持つ。まずは，物理的不可欠性を持ち，特定な用途

にこだわる場合が多い。次に，見える資産の多くは，一定の期間内で調達可能である（伊丹，

軽部，2004）。さらに，必要にして十分なカネはその他の見える資産を調達する媒介であり，

企業における抑制力を形成させる（Porter, 1980）と同時に，戦略投資を裏付ける。したがっ

て，適切な意思決定に基づく戦略投資はアクションベースの競争優位を生み出すと同時に，

競争優位を裏付けるキャパシティの蓄積と合理化を促進する。

国の競争力と競争優位はアクションベースの競争優位の理論で解釈可能である。国レベル

の戦略投資により合理的に蓄積されるキャパシティは国の競争優位を裏付ける。それと同時

に，国の競争力を確立するためには必要にして十分な資源を調達しなければならない。した

がって，価値（収益性）ベースの戦略投資（Henderson, 1979 ; Alberts and McTaggart, 1984）

により形成するプロフィット・センター・ポートフォリオは国の競争力と競争優位を左右す

る。

既存研究においては，国の競争力と競争優位を関連づけて，アクションベースの競争優位

の観点から解釈した成果が少ない。本稿では，まずは国の競争力と競争優位に関する戦略論

観点からの考察を行い，国の競争力と競争優位について整理した上，それらを構築するため

のアクションへ，具体的な理論的示唆を与える戦略の自由度と戦略的柔軟性の関連性につい

て議論する。さらに，制度論の観点から競争優位の構築へ与える理論的示唆について議論し，

戦略論の研究へ新たな視座を提示する。

2 国の競争力と競争優位に関する戦略論観点からの考察

2. 1 国の競争力

Scott and Lodge（1985）は，世界経済における米国のポジションの推移について調査を行

い，「国の競争力」という概念を提示した。その具体的な定義は：「国における創造，生産，

分配する能力，及び国際貿易において国内資源により持続的に上昇するリターンを獲得する

と同時に，サービス製品を産出する能力（A country’s ability to create, produce, distribute,

and/or service products in international trade while earning rising returns on its resources.）」

である。

Scott and Lodge（1985）における重要な問題意識は，米国を囲む国際競争環境に対する認

識を改める必要性にある。この文献が作成された時点で，米国はすでに15年程の間，衰退を

経験していた。その主な現出は，製造業に現れた国際貿易に対する依存である。米国におけ

る労働階層の賃金は，1972年にピーク値へ達して以降，下落し続けた。この研究が明らかに

したのは，当時，米国の主な競争相手は欧州諸国ではなく，日本，韓国，シンガポール，香

港及び台湾をはじめとするアジアの競争相手であった。その国々の発展は，豊富な自然資源
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に恵まれたからではなく，協調的な国の戦略により，生産力を動員，形成し，経済成長と国

際的な競争力を形成させたからである。このような戦略は，生産力の向上により，平均水準

以上の成長と技術の進歩を目指す。それと同時に，米国及び欧州諸国でとられた国の戦略は

比較的に，不明確で，市場の硬直化を招き，長期利益を犠牲にしていた。米国は経済戦略を

再検証して修正するが，その経済的効果は望ましくなかった。

上記の国際競争環境に対する認識を前提に，Scott and Lodge（1985）は，国の戦略の優先

順位を上げる重要性について議論した。その主張は，国の戦略の優先順位が，国の長期的な

発展及び競争優位より，常に低い現実に基づく。最初の問題点は，米国の国際経済における

ポジションへ決定的な役割を果たす戦略の策定の欠如である。次の問題点は，野心的な目標

と短視的で分配重視（distribution-oriented）の戦略の間に存在する不対称性である。

Scott and Lodge（1985）で定義した国の競争力の概念は，米国の世界経済におけるポジ

ションの下落に対する危機感から生まれた。その定義は企業または産業より高い次元の国を

基本的な分析単位として位置付けた。国の競争力とは，人的資源と資金的資源の両方を含む

自国資源に対する有効な支配力であると解釈し，資源に対する合理的な配分を通じて，国は

他国との開放的な競争において，持続的に上昇するリターンを獲得できると主張した。この

観点は，戦略論において議論する経営資源の調達，配分及び競争優位の間に存在する関連性

と対応する。

「国の競争力」の概念が正式に定義される前，戦略論の研究は主に個別企業及び産業の次

元で行われた。その次元よりもっとマクロ的に企業組織を俯瞰し，組織戦略について議論し

た代表的な学者は Alfred D. Chandlerである。Chandler（1962）は，事業部制組織の発展に

ついてケース分析を通じて明らかにし，企業の多角化戦略の物理的な側面について議論した。

さらに，Chandler（1977）は，企業規模の拡大とともに起こる俸給経営者階層の台頭につい

てケース分析を通じて解明し，「経営者資本主義（managerial capitalism）」の定義を提示し

た。したがって，米国が20世紀の世界において国力が一番強い国になった重要な理由の一つ

は，第二産業における経営者資本主義の確立であると Chandlerは主張した。Chandlerによ

る一連の研究成果の影響を受け，個別企業はどのようにすれば国際競争へ対応可能な適切な

戦略を策定できるのかについての研究が大量に行われた（Poulsen et al., 2017）。しかし，そ

の部分の研究成果は個別企業及び産業に対する分析を土台にしたので，国際的な視野で国レ

ベルにおける優位性の構築については議論しなかった。

Scott and Lodge（1985）は，国を分析単位とする国の競争力及び戦略について研究する潮

流を開いた。Chandler（1977）の理論的な延長として，Chandler（1990）は，米国，英国，

ドイツ，日本などの主要資本主義国の第二産業における資本主義のダイナミズムについて比

較研究を行なった。この研究は，Scott and Lodge（1985）の影響をある程度受けたと言える。
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次に，Leach（1993）は，1890年から1930年の期間における米国の競争力による経済的繁栄

及びそれに伴う社会的富の増加について分析した。それに基づいて，米国の「消費者資本主

義（consumer capitalism）」が生み出した米国の文化へフォーカスし，その強み及び米国へ

もたらした変化について議論した。また，Kuo（2017）は，1960年代における米国企業のフ

ランスへの投資によるフランスの経済成長及び競争力の増強について分析した。上記の文献

以降，国の競争力に関する研究は，継続的に積み重ねられている。

国の競争力及び戦略についてマクロ的に研究する文献以外，特定の側面を中心に調査を行

う研究成果も存在する。Porter（1992）は，米国企業における投資の意思決定と「資金を配

分する国のシステム（national system of capital allocation）」の間に存在する関連性に基づい

て分析を行い，国の競争力を向上させる金融的側面へフォーカスした。重要な結論の一つは，

米国における比較的に流動的な資金の配分システムには不合理性が存在し，必要な資金が一

番生産力が高い領域へ投資されなかったため，国全体における競争力の低下を招いたことで

ある。Battilossi and Cassis（2002）は，20世紀後半，ブレトン・ウッズ体制における欧州の

銀行システムが直面する米国からの「革新的な国際バンキング（Innovational International

Banking）」の挑戦について議論，分析した。また，Graham（1988）は，米英両国における

代表的なアルミニウム企業の R＆D活動に関するケース分析を通じて，両国のアルミニウ

ム業界における技術水準は，両国政府の R＆Dに対する取り組みにより異なると示唆した。

その他にも関連研究が数多く存在する。

上記の既存研究から，国の競争力及び戦略に関する議論は徐々に主流になったことが分か

る。既存の研究は国を分析単位とするだけではなく，国レベルの経済，政策，環境面の相違

を土台として，個別企業及び特定な産業に存在する経営現象についての解釈が広く行われた。

それと同時に，国の競争力及び戦略についてマクロ的に議論する研究に基づいて，課題を解

決するための特定の側面へフォーカスする必要性がある。そのアプローチが，アクション

ベースの競争優位を構築する観点からの問題解決へ直結する。

2. 2 国の競争優位

Porter（1990）は，競争のグローバル化と技術の進歩とともに，国際競争に関する新たな

パラダイムを構築する必要があると主張した。新しい競争力のパラダイムは，天然資源，労

働コスト，資本コストを土台にするのではなく，国や企業のイノベーションとグレードアッ

プの能力に基礎を置くべきである。イノベーションが起こるのは，自国内に恵まれた環境が

あるからではなくて，プレッシャーと挑戦が存在するからであると，Porter（1990）では解

釈を行なった。つまり，この研究で，Porterは特定の産業においてイノベーションが起こ

るために必要とされる条件を説明する。それはまた，国の競争力における成功がなぜ孤立し
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て起こるものではなく，顧客，供給企業及び関連分野を含む，相互に連結した産業のクラス

ター全体で起こるかを示している。個別産業のクラスターは，米国，ドイツ，日本などの先

進経済国で典型的に見られる。

国の競争力を向上させる新しい競争のパラダイムは，競争優位と比較優位の区別を前提に

する。比較優位に基づく国の繁栄は「労働力，自然資源，キャピタル」などの生産要素のイ

ンプットにより決められる。競争優位に基づく国の繁栄はビジネスの環境を整えた上，各種

の機関をサポートしながら，当該国があらゆるインプットを有効に利用してアップグレード

することで実現する。前者は国次元のマクロ的な視点で，後者は産業及び企業次元の「ミク

ロファンデーション」に着眼する。しかし，生産要素のインプットは経済のグローバル化が

深化するとともにその価値が限られてしまうので，国の繁栄は競争優位の土台で成り立つべ

きであると Porterは主張した。Porter（1990）は，国の競争力の構築について具体的な理論

的枠組みと解決策を提示した。

Porter（1990）で提示された新しい競争のパラダイムにより国の競争力を高める主張の重

要な貢献の一つは，従来的に劣位と見られた国内における環境要因が，経済成長を促進する

可能性があり，優位性と見られた環境要因が，逆に経済成長を阻害する可能性があることを

示した。例えば，オーストラリアやニュージーランドなどのケースの場合，豊富な天然資源

は，経済構造のグレードアップを遅らせるので，潜在的な競争劣位となる。また，通貨価値

の高騰は，イノベーションを促進させることで，競争優位の構築を促進する。それ以外にも，

日本での製造業の空洞化は洗練されていない事業活動で起こるため，心配の種というよりも，

労働力不足を前向きに処理する一つの手段である（Porter, 1990）。

国の競争優位の決定要因として，Porter（1990）は「ダイヤモンド理論」を提示した。あ

る国が特定産業において国際的に成功するか否かは，その国の企業が競争する環境を形成し，

競争優位の創造を促進または阻害する四つの特性で説明できる。具体的には，要素条件

（Factor conditions），需要条件（Demand conditions），関連・支援産業（Related and support-

ing industries），企業の戦略・構造及びライバル間競争（Firm strategy, structure, and rivalry）

である。

要素条件とは，ある任意の産業で競争するのに必要な熟練労働またはインフラストラク

チャーといった生産要素における国の地位である。需要条件とは，製品またはサービスに対

する本国市場の需要の性質である。関連・支援産業とは，国の中に，国際競争力を持つ供給

産業と関連産業が存在するかしないかである。企業の戦略，構造及びライバル間競争とは，

企業の設立，組織，管理方法を支配する国内条件及び国内のライバル間競争の性質である。

上記の四つの特性は，国による政策面の支援で，経済環境を向上させる重要な要素となる。

上記の研究以外では，国家経済の全体を俯瞰し，国レベルの比較研究を行なった代表的な
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文献は Chandler（1994）である。Chandler（1994）では，主要資本主義諸国（米国，英国，

ドイツ）において成立した資本主義の区別について議論したが，国の競争力及び優位性につ

いても議論した。そのうち，米国は「競争的経営者資本主義（competitive managerial capital-

ism）」，英国は「個人資本主義（personal capitalism）」，ドイツは「協調的経営者資本主義（co-

operative managerial capitalism）」を確立したと Chandlerは定義した。それらの区別は，国

の産業構造，代表的な大企業の組織構造，国の政策及び経済環境の差異などの要因により決

められる。それと同時に，資本主義的経済制度の環境ベースに基づいて，各国は独自の競争

力及び競争優位を確立する。

Porterが提示した国の競争優位の理論に関する関連研究以外にも，それに対する批判ま

たは補足的な研究も既存文献の中にたくさん存在する。例えば，Grant（1991）では，Porter

（1990）は戦略マネジメント及び国際経済の間に存在するギャップを埋めると同時に，二つ

の領域に対して重要な貢献及び理論的拡張を行なったと肯定した。しかし，それと同時に，

この研究は Porter（1990）で行われた分析及び理論定義の不緻密性，さらには実証データの

限界について批判した。また，Lazzarini（2013）は，SASCA（support-adjusted sustainable

competitive advantage）という概念を提示し，産業政策と個別企業の競争優位の間に存在す

る関係性について分析した。分析の結果，同様な政策の影響を受ける前提で，特定された企

業の観察可能な業績が競合他社の期待業績より優れていれば SASCAは現れる。しかし，産

業政策を通じて SASCAを実現することには困難があり，「国際製品ネットワークへのアク

セス，地域的特殊性，政府のケイパビリティー」などの要素のインタラクションが必要であ

る。この研究は，モデルを建てるアプローチで競争優位の決定における政府の介入について

明らかにした。この課題に関して，Porter（1990）では深掘りしなかった。

国の競争優位の理論についてはあらゆる観点から補足または否定可能である。既存研究に

おける重要な残された課題は，国の競争優位と個別企業の産業構造における競争優位の関連

性に関する議論が不足している点である。したがって，これからの戦略論の研究は，個別企

業の産業構造における競争優位と国際経済成長の問題を関連づけて分析し，国レベルの課題

へ具体的な解決策を提供できる合理的かつ斬新的な側面へ注目すべきである。

2. 3 マクロな「戦略の自由度（Strategic Degrees of Freedom）」とミクロな「戦略的柔軟性

（Strategic Flexibility）」

戦略の自由度（Strategic Degrees of Freedom）は，Porter（1980）において主張され，企

業の草創期における戦略的選択の自由について議論する文脈であった。その後の定義の発展

として，三品（2007）によると，戦略の自由度は，戦術的意思決定や事業デザインにおける

選択の自由度である。戦略は，選択の問題であると同時に，選択の自由を確保するための積
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み重ねという側面を併せ持つ。従って，経営戦略の策定と経営戦略の自由度を並行的に考慮

しなければならない。それと同時に，戦略の自由度という概念は選択の自由を積み重ねるこ

とを強調するので，企業の草創期において特に重要である。

戦略的柔軟性（Strategic Flexibility）は，組織が競争上の機会と脅威に迅速かつ意図的に

対応する能力である（Brinckmann et al., 2019）。また，戦略的柔軟性は，過去の戦略的決定

を覆し，過去の事業計画を調整することを意味する場合もある（Zahra et al., 2008）。した

がって，戦略的柔軟性は，企業が変化する環境に置かれる際に，環境変化に柔軟に対応する

能力を指すので，企業発展の各段階における競争優位の確立，拡大，維持にとって重要であ

る。

戦略の自由度と戦略的柔軟性は，戦略・戦術と密接な関連性が存在する。プロイセンを代

表して自らナポレオンと戦い，軍事戦略の大家と呼ばれるクラウゼウィッツは，交戦におけ

る軍隊の使い方を戦術と呼び，戦争目的の遂行に向けた個別交戦の用い方を戦略と呼んで，

両者を初めて明示的に区別した（三品，2004）。

Chandler（1962）及び加護野（1997）によると，政策や手続きの決定には，戦略的なもの

と，戦術的なものとがありうる。戦略的意思決定は，企業の長期的な体質に関するものであ

る。これに対して，戦術的意思決定は，むしろ業務を円滑，かつ能率的に運営していくため

に必要な日常諸活動に関するものである。しかし，戦術的なものであろうと，戦略的なもの

であろうと，決定は，資金，設備，あるいは人員などの諸資源を割当てたり，割当て方を変

えたりすることを通じて，実施されなければならない。つまり，戦略的意思決定はマクロ次

元で行われる経営活動に関する意思決定で，戦術的意思決定はミクロ次元で行われる経営活

動に関する意思決定である。しかし，意思決定のマクロ次元またはミクロ次元に関わらず，

戦略的意思決定と戦術的意思決定はヒト，モノ，カネなどの経営資源の割り当てと緊密な関

連性が存在する。

本稿で議論する戦略の自由度は戦略的意思決定に対応し，戦略的柔軟性は戦術的意思決定

に対応する。それと同時に，前者は企業の長期的な発展について論じる概念で，後者は経営

活動における日常諸活動について論じる概念である。したがって，戦略の自由度はマクロな

概念で，戦略的柔軟性はミクロな概念である。二つの概念が表す意味には類似性があると同

時に，前者は包括的で，後者はダイナミックな特徴を持つ。さらに，戦略的柔軟性は特定な

時機における戦略的意思決定を表す概念であるので，戦略的柔軟性の累積は戦略の自由度を

形成させる可能性がある。つまり，戦略の自由度は戦略的柔軟性が持続的に役割を発揮し，

累積した結果でもあるので，実際の経営活動において，二つの概念は実質的に分離不可能で

ある。

既存研究では，戦略的柔軟性を累積すると同時に，戦略の自由度を広げることに関する議
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論が存在しない。戦略的柔軟性を累積するためには複数の選択可能な取り組みが存在する。

例えば，資金調達，技術開発，人材の雇用，組織構造の改革などである。その具体的な取り

組みに関する議論も，既存研究においては空白のままである。その空白を埋めることは，競

争優位の構築に関する理論へ重要な示唆を与える。

3 戦略論と制度論に関する考察

国の競争力及び国の競争優位の理論を制度論及び経済史の観点で再解釈可能にしたのは，

Douglass C. Northによる一連の研究成果である。Douglass C. Northは経済史及び制度論分

野における代表的な学者で，1993年にノーベル経済学賞を受賞した。Northの研究において

は，経済変化は過程であると主張し，制度を経済理解の枢要をなすものとしてきた。それは，

制度が経済のインセンティブ構造だからであると，North（2005）では解釈した。

Northの制度論研究におけるもう一つのフォーカス・ポイントは，社会変化というものの

性質及び人間が社会変化を理解し，その理解に基づいて行為する仕方である（North, 2005）。

ダーウィン主義的進化論とは異なり，Northにより提示された人間の進化的変化の鍵となる

のはプレーヤーたちの志向性である。ダーウィン主義的進化論における選択メカニズムは，

いずれ成立する結果に関する信念に基づいてはいない。人間の進化はこれとは対照的に，プ

レーヤーたちの認識によって導かれていると，North（2005）ではさらに解釈した。つまり，

人類社会における経済成長は諸経済におけるプレーヤーたちの認識または志向により達成可

能であり，人間の主観的能動性によりその結果をコントロールできる。

経済史の学者として，Northは経済史の研究に対して画期的な観点を提示した。経済史は，

時間軸における経済のパフォーマンスであると North（1993）では定義した。North（1990）

では，長い歴史における諸経済の様々なパフォーマンスを解釈する方法について検証した。

その中核的な問題意識は，「どのような機関（Institutions）の組み合わせが，貿易における収

益最大化に一番有利なのか」である。それを中心に，North（1990）は機関の存在，変化及

び効率性について分析し，さらに機関と機関の間に存在するインタラクションに注目するよ

うになった。そのインタラクションは，「人々が考案して機関のインタラクションを形成し

ようとする制約，さらに機関が経済成長を形成する際に生み出された機会を利用する組織」

であると定義される。それ以外に，あらゆる機関の重要性は価値判断のコスト，権利を守る

こと，意見の一致を維持することなどの側面から生み出される（North, 1990）。Northの研

究における「機関」の論理は，North（1973）で西欧の勃興について記述した際に注目され

た。このニュー・エコノミック・ヒストリーの研究における中心議論は，「効率的な経済組

織が成長の鍵であるということ，つまり，西欧の効率的な経済組織の発展が，西欧の勃興の

要因である（North, 1973）。」
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North（1973）は，金融市場に参入する借手と貸手の組み合わせ及びインタラクションは，

経済効率の最大化へ重要な影響を与えると示唆した。さらに，ニュー・エコノミック・ヒス

トリーのアプローチで分析する西欧の勃興の要因が経済組織の発展であれば，「金融システ

ムの変革を牽引し，国全体の経済成長へつながる枢要は金融機関の発展であり，資金供給サ

イドのファイナンシャル・イノベーションの発展である」との仮説を立てうる。

North（1992）では，「機関」という概念についてもっと深まった分析を行った。経済的パ

フォーマンスは，機関及びイデオロギーの共同作用により決定されると，North（1992）は

主張した。「機関」は，正式なルール，非正式な制約及びそのルールと制約を施行する特質

で構成され，取引（Transacting）及び生産（Producing）のコストを決定することにより，経

済パフォーマンスへ影響を与える。正式なルールは行政規定の変更により迅速に変化するが，

非正式な制約の変化は緩慢である。それと同時に，正式なルールと非正式な制約は人間を囲

む世界に対する有限な認知により最終的に形成され，そのような認知は結果的に正式なルー

ルと非正式な制約の間における選択を決定すると，North（1992）ではさらに解釈した。

North（1992）は，制度の観点で「機関」という概念を分析し，イデオロギー，つまり人間

の主観的能動性は機関を媒介として，最終的に経済のパフォーマンスを決定すると示唆した。

Northの諸研究で提示された「機関」の論理及びそれと諸経済のパフォーマンスの間に存

在する関連性は，国の競争力の理論と合致する部分が存在する。国の競争力を高めるための

重要な取り組みは，「国の戦略」の優先順位を上げることであると，Scott and Lodge（1985）

は主張した。国の戦略は各国の経済システムにおけるプレーヤーの意志により左右され，

様々な種類の機関を媒介として実現可能である。Northの学説は，制度，機関及び人間の主

観的意志・認識・選択を関連づけ，それらのインタラクションにより経済のパフォーマンス

へ与えた影響の変化過程を重視する。したがって，国の競争力の歴史的変化及び経済成長へ

与えた影響は，上記の諸要素の相互作用の変化過程であると認識可能である。

Northにより行われた制度論研究と競争優位の理論との間にも関連性が存在する。Porter

（1990）において提示された競争優位の理論は，それぞれの国は，政府または各種機関の政

策の実施により，積極的に競争優位を確立し，国を繁栄させることは実現可能であると主張

した。この論点は，Northの制度論研究における重要な関心点である「社会変化及びプレー

ヤーの志向性」と合致する。したがって，二つの研究は共通して，それぞれの国は国内の環

境変化を主導できると同時に，諸経済は，プレーヤーの志向，認識または選択により経済社

会の変化及びパフォーマンスを主導することが可能であると強調した。

総括すると，Northの研究で提示された理論体系で再解釈される国の競争力及び国の競争

優位の理論は，制度，機関，プレーヤーの志向・認識・選択などの諸要素の共同作用である。

さらに，国の競争力と国の競争優位の経済発展の歴史における変化及びそれらが経済パ
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フォーマンスへ与えたインパクトは，「過程」という抽象的な概念で経済成長と関連づけて

再解釈することが可能である。つまり，国の競争力及び国の競争優位の確立へ影響を与える

ファクターは制度論の理論的枠組みで多元的に捉えられる。したがって，制度論の観点から

戦略論及び経済学以外の理論的枠組みで国の競争力を高めるアプローチを探索することの可

能性は存在する。

Northによる一連の研究は，社会科学における課題解決のアプローチへ重要な示唆を与え

る。そのうち，経済成長の変化を把握し，その過程を分解して理解すべきであるとの示唆は

特に重要である。その主な理由は，経済変化の過程を理解することができれば，過去から現

在までの様々な経済の異なる成果を説明できるようになるからである。そのような知見は，

単に過去の理解を可能にするだけではなく，現在や将来における諸経済の成果を改善する際

の鍵ともなる（North, 2005）。

経済変化の動態的過程を認識，把握する観点について，North（2005）ではもっと具体的

な見解を提示した。「一般均衡理論と比肩できるほどに洗練された，変化の動学的理論を展

開することはおそらく不可能である。しかし，変化の根底にある過程に対して一定の理解に

到達できるならば，変化に関して，何らかの意味でもっと特定的な仮説を展開することでき

るだろうし，そうした仮説によって，人間が抱える諸問題に立ち向かううえでの社会科学理

論の有用性は大いに高まることになる。」つまり，経済成長の動態的過程は理想的に理論化

不可能であるが，変化の根底にある過程を認識，理解，分析することは可能な範囲内である。

したがって，持続可能な競争優位（Teece, 2009）の構築に関する動態的過程の分解および特

定された範囲内での理論化の可能性は，制度論の戦略論へ与える重要な示唆である。
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